三島市日中一時支援事業実施要綱

　

（目的）

第１条　この事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下、「障害者総合支援法」という。）第77条第3項に規定する事業として、日中において監護する者がいない障がい者・児（以下「障がい者等」という。）に対し、活動の場を確保し、障がい者等の家族の就労支援及び一時的な休息を図るため、三島市日中一時支援事業（以下「本事業」という。）を実施し、障がい者等及びその家族の福祉の向上を図ることを目的とする。

（実施の方法）

第２条　本事業は、日中において監護する者がいない障がい者等に対し、第13条に規定する指定日中一時支援事業者（以下「事業者」という。）の運営する事業所において、一時的な見守り等の支援を提供する。

２　本事業の支給決定を受けた障がい者又は障がい児の保護者（以下「利用者」という。）が、事業者からサービスを受けたときは、日中一時支援扶助費を支給する。

（対象者）

第3条 　本事業の対象者は、市内に住所を有し、日中において監護する者がいないた

め一時的な見守り等の支援を必要とする、次の各号の一に該当する者をいう。

（1）　身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者。

（2）　療育手帳制度要綱（昭和48年9月27日厚生省発児第156号厚生事務次官通知）に基づく療育手帳の交付を受けている者。

（3）　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第2項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者。

（4）　治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって、障害者総合支援法第4条第1項の政令で定めるものによる傷害の程度が同項の厚生労働大臣が定める程度の者。
（5）　その他市長が特に必要と認める者。

（利用の申請）

第4条 　本事業を利用しようとする障がい者又は障がい児の保護者（以下「申請者」という。）は、三島市日中一時支援事業利用（変更）申請書（様式第1号）を市長に提出するものとする。

（支給の決定等）

第5条 　市長は、前条に規定する申請があったときは、速やかに内容を審査し、支給

の可否及び障害支援区分、支給量等を決定し、三島市日中一時支援事業利用決定（変更）通知書（様式第2号）により申請者に通知するものとする。

２　第1項に規定する障害支援区分は、別表１に基づき決定するものとする。

３　第1項に規定する支給量は、1か月あたりの必要な時間数を決定するものとする。

（受給者証の交付）

第6条 　市長は、利用者に対して、地域生活支援事業受給者証（様式第3号。以下「受

給者証」という。）を交付しなければならない。

２　受給者証には、障害支援区分、支給量、次条に規定する支給決定の有効期間、第10条第2項の規定に基づき算出された利用者負担割合を表示しなければならない。

（支給決定の有効期間及び更新申請）

第７条　第5条の規定による支給決定の有効期間は、決定を行った日から起算して、最

初に到達する3月31日までとする。

２　利用者が、有効期間満了後も引き続き本事業を利用しようとするときは、有効期間満了日までに第4条に規定する申請を行わなければならない。

（変更の届出）

第８条　利用者は、第4条に規定する申請の内容に変更が生じたときは、三島市日中一時支援事業利用登録変更届（様式第4号）を速やかに市長に提出しなければならない。

（支給決定の取消し）

第９条　市長は、利用者が次の各号の一に該当するときは、第5条の規定による支給決定を取り消すことができる。

（1） 第3条に規定する対象者でなくなったと認められる場合。

（2） 不正又は虚偽の申請により支給決定を受けたと認められる場合。

（3） その他市長が利用を不適当と認める場合。

（利用の方法）

第１０条　利用者が本事業を利用しようとするときは、第6条に規定する受給者証を事業者に提示し、事業者に直接依頼するものとする。

２　利用者は、本事業によるサービスを受けたときは、次条第1項のサービス基準額（以下「基準額」という。）から次条に規定する日中一時支援扶助費の額を除した額（以下「利用者負担額」という。）を、サービスの提供を受けた事業者に支払うものとする。

３　事業者は、前項に規定する利用者負担額の支払を受けたときは、当該費用に係る領収証を利用者に対し交付しなければならない。

（日中一時支援扶助費）

第１１条　日中一時支援扶助費の額は、別表２に基づき算出された基準額に、100分の90を乗じた額とする。

２　前項の規定にかかわらず、生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護世帯に属する利用者及び該当年度（4月から6月までの間の利用については、前年度と読み替える。）の市民税が非課税である世帯に属する利用者については、基準額に100分の100を乗じた額とする。

３　前項の規定の適用については、利用者の属する世帯の範囲を、利用者と同一の世帯に属するその配偶者のみであるものとすることができる。

４　その他市長が特に必要と認める利用者については、基準額に100分の100を乗じた額とする。

５　利用者が本事業によるサービスを受けたときは、市長は当該利用者に支給すべき額の限度において、当該利用者に代わり、事業者に支払うことができる。

６　前項の規定による支払があったときは、利用者に対し日中一時支援扶助費の支給があったものとみなす。

７　前第２項に規定する市民税について、所得割の額を算定する場合には、地方税法等の一部を改正する法律（平成二十二年法律第四号）第一条の規定による改正前の地方税法第二百九十二条第一項第八号に規定する扶養親族（十六歳未満の者に限る。以下この条において「扶養親族」という。）及び同法第三百十四条の二第一項第十一号に規定する特定扶養親族（十九歳未満の者に限る。以下この条において「特定扶養親族」という。）があるときは、同号に規定する額（扶養親族に係るもの及び特定扶養親族に係るもの（扶養親族に係る額に相当するものを除く。）に限る。）に同法第三百十四条の三第一項に規定する所得割の税率を乗じて得た額を控除するものとする。
（日中一時支援扶助費の請求）

第１２条　事業者は、サービスを提供した月の翌月10日までに、市長に対し、当該月に係る日中一時支援扶助費を一括して請求するものとする。

２　市長は、前項の請求のあった日から30日以内に、内容を確認のうえ日中一時支援扶助費を支払うものとする。

（事業者の指定）

第１３条　事業者の指定は、別に定めるところにより、事業を行う者の申請により、本事業を行う事業所ごとに行う。

（その他）

第１４条　この要綱に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、市長が別

に定める。

　附　　則

（施行期日）

第１条　この告示は、平成20年4月1日から施行する。

（経過措置）

第1条 削除
　附　　則

この要綱は、平成21年4月1日から施行する。
　附　　則
この要綱は、平成22年4月1日から施行する。

附　　則

この要綱は、平成23年4月1日から施行する。
附　　則

この要綱は、平成24年7月1日から施行する。

附　　則

この要綱は、平成25年4月1日から施行する。

附　　則

この要綱は、平成27年4月1日から施行する。
附　　則

この要綱は、平成28年4月1日から施行する。
附　　則
１　この要綱は、令和3年9月1日から施行する。
２　この要綱の施行の際、改正前の様式により作成されている用紙は、当分の間、
調整して使用することができる。
別表１（第５条関係）

＜障害支援区分及び対象者＞

	障害支援区分
	対象者

	重心
	医療
	重症心身障害者・児が医療施設を利用した場合。

	
	医療以外
	重症心身障害者・児が医療施設以外を利用した場合。

	Ａ
	障害者総合支援法に規定する障害支援区分が区分5又は区分6の障害者、区分3の障害児。

	Ｂ
	障害者総合支援法に規定する障害支援区分が区分３又は区分4の障害者、区分2の障害児。

	Ｃ
	障害者総合支援法に規定する障害支援区分が区分2又は区分1の障害者、区分1の障害児。


※　 障害者総合支援法に規定する介護給付費、訓練等給付費を申請していない障がい者・児は、障がい児に係る厚生労働大臣が定める区分（平成18年厚生労働省告示第572号）により、この事業における障害支援区分を判定するものとする。

別表２（第１１条関係）

＜三島市日中一時支援事業補助基準額表＞

	　　　　　　　利用時間

障害支援区分
	４時間以下
	４時間超
６時間以下
	６時間超（※２）

	重心
	医療
	６，０００円
	１０，５００円
	１５，０００円

	
	医療以外
	４，４００円
	７，５００円
	１０，５００円

	Ａ
	２，７００円
	４，４００円
	６，０００円

	Ｂ
	２，２００円
	３，９００円
	５，５００円

	Ｃ
	１，７００円
	３，４００円
	５，０００円

	送迎加算（※）
	２００円／回（1日1回を限度とする。）

	※送迎加算は、学校からサービス提供事業所までの間を車両により送迎を行った場合に算定するものとし、さらに、運転手以外に１名以上の支援員が同乗した場合に限り適用するものとする。

	※２利用時間が８時間を超えた利用の場合、事業者は自身の運営規定等に基づき、当要綱に規定された利用者負担額とは別に、利用者からその利用料の負担を求めることが出来るものとする。

　ただし、その場合の利用料の額については、あらかじめ市と協議し合意するものとする。
また、８時間を超えた場合の利用料を利用者から徴収した場合は、その利用時間は市に請求する際、提出する活動記録票の算定時間数に含めないものとする。


様式第１号（第４条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日
三島市日中一時支援事業利用（変更）申請書

三島市長　あて

三島市日中一時支援事業実施要綱第４条の規定により下記のとおり申請します。

· 申請にあたり、世帯に係る課税台帳を市が閲覧することを同意します。　

	申請者
	フリガナ
	
	生年月日
	年月日

	
	氏　　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	

	
	住　　所
	電話番号

	フリガナ
	
	生年月日
	年月日

	支給申請に係る児　童　氏　名
	
	
	

	
	
	続　　柄
	

	身体障害者手帳番号
	
	療育手帳番　　号
	
	精神保健福祉手帳番号
	

	
	
	
	
	
	
	

	他のサービス利用の状況
	障害福祉サービス
	障害支援区分
	有・無
	区分　１　２　３　４　５　６
	有効期限
	

	
	
	利用中のサービスの種類と内容

	申請する支援の内容
	種類
	日中一時支援

	
	内容
	

	備考（変更申請の場合は理由を記入してください。）

	※本人以外が申請書を提出する場合は、申請書提出者を記入してください。

	申請書提出者
	フリガナ
氏　　名
	
	申請者
との関係
	

	
	住　　　所
	〒
電話番号


様式第２号（第５条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第号
年月日
三島市日中一時支援事業利用決定（変更）通知書

　　　　　　様

三島市長　印

年　月　日付けで申請のありましたサービスの利用について、三島市日中一時支援事業実施要綱第５条の規定により、下記のとおり決定したので通知します。

記

	支給決定者
	フリガナ
	
	生年月日
	年月日

	
	氏　　名
	
	
	

	
	住　　所
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	フリガナ
	
	生年月日
	年月日

	決定に係る

児童氏名
	
	
	

	
	
	続　　柄
	

	有効期間
	
	利用者負担割合
	

	
	
	
	
	

	支援の内容
	種類
	日中一時支援

	
	内容
	
	障害支援区分
	

	注意事項

１　記載事項等に変更があったときには、１４日以内に、三島市に地域生活支援事業受給者証を添えて届け出てください。

２　この処分に不服がある場合は、この処分を知った日の翌日から起算して3か月以内に、三島市長に対して審査請求をすることができます。

３　この処分を知った日の翌日から起算して６月以内に、三島市を被告として(訴訟において三島市を代表する者は、三島市長となります。)、処分の取消しを求める訴えを提訴することができます(この処分を知った日の翌日から起算して６月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しを求める訴えを提起することができなくなります。)。ただし、上記２の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する決定を知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しを求める訴えを提起することができます。




様式第４号（第８条関係）

年月日
三島市日中一時支援事業利用登録変更届

三島市長　あて

住　所

届出者　氏　名　　　　　　　　
電話番号
三島市日中一時支援事業実施要綱第８条の規定により、下記のとおり届出ます。

記

	フリガナ
	
	生年月日
	年月日

	決定に係る

児童氏名
	
	
	

	住　　　　　所
	
	続　　柄
	

	
	変更前
	変更後

	変更事項
	氏　名
	
	

	
	住　所
	
	

	
	その他
	
	

	変更年月日
	年月日


※注意事項　地域生活支援事業受給者証を三島市に提出してください。
	※本人以外が申請書を提出する場合は、申請書提出者を記入してください。

	申請書提出者
	フリガナ
氏　　名
	
	申請者
との関係
	

	
	住　　　所
	〒
電話番号


